
本レファレンスに記載のモデルと対応する中間サブ目標

モデル名 対応する中間サブ目標
モデル①電力O&M人材育成 電力設備O&M人材育成

モデル②電力技術基準等の整備 電力技術基準等の整備

モデル③エネルギー・アクセスの向上
・送配電線の延伸
・再生可能エネルギー利用のオフグリッド電化

モデル④地熱開発 地熱開発

モデル⑤需要側の省エネ 需要側の省エネ

１６． 標準的指標例及び代表的教訓(エネルギー)

（注１）上記のモデル分類は2015年に整理されたものである。他方、近年の国際的潮流であるSDGs及びパリ協定（気候変動）
を踏まえた対応が求められていることから、青字部分の参考指標についても留意のうえ、各案件担当者は、各案件の指標を設
定していく必要がある。

（注２）国連SDG指標日本語版出所：総務省仮訳　http://www.soumu.go.jp/main_content/000470374.pdf
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開発戦略目標 中間目標
プログラム目標レベルの指標/国

連SDG指標等（青字）
中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム

が対応する開発課
題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際に、
必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

低廉、低炭素かつ
低リスクのエネル
ギー供給

上位政策の改善 ①設備稼働率（％）
②送電端発電量（年間）
（GWh/Year）
③世帯電化率（％）あるいは電化
世帯数（世帯）
④年停電回数（SAIFI）あるいは年
停電時間（SAIDI）
⑤配電ロス（％）

電力設備O&M人材
育成

23．ルワンダ　効率的な電力シ
ステム開発のための電力公社
能力向上プロジェクト（協力期
間：2011年 3月～2014年3月）

24．ガーナ アフリカ諸国電力技
術者養成プロジェクト（協力期
間：2010年11月～2016年7月）

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①設備稼働率が●％向上する。
②年間の送電端発電量が●GWh増加する。
③電化顧客数が●顧客増加する。
④顧客当たりの停電回数（SAIFI）/停電時間
（SAIDI）が●回/●時間減少する。
⑤送配電ロスが△％減少する。

7．ベトナム 電力技術者養成プ
ロジェクト（協力期間：2001年3
月～2006年3月）

ルワンダ エネルギー・上下水機構
（EWSA）の体系的な研修メソッドが策定さ
れ、配電網データベースを整備・維持す
るための能力が構築され、配電網に携わ
る技術者の能力が向上し、送電網に携わ
る技術者の能力が向上し、発電設備に携
わる技術者の能力が向上することより、
電力設備の運営維持管理に係る人材育
成システムが改善されることを図り、
EWSAの電力設備の運営維持管理が改
善することに寄与する。

配電設備の運転維持管理の現状が分析
され、研修ニーズが把握され、ガーナ電
力公社（ECG）および第3国向けテクニ
シャン研修が改善され、ECG および第3
国向けエンジニア研修が実施され、ECG
研修センターのモニタリング・管理能力が
改善されることにより、
配電設備の運転維持管理にかかるECG
および第3国向け研修能力が強化される
ことを図り、
ECG）および第3国における配電設備の
運転維持管理が向上することに寄与す
る。

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル①　　「電力設備O&M人材育成」

（モデル記載案）
●○国電力公社/●○域内地域電力技術者ト
レーニングセンターの研修実施体制が体系的に
構築されることにより、
（アウトプット）
発電設備/送配電設備の運営維持管理を担う技
術者の能力向上を図り、/＜メンテナンスを民間
委託する場合＞メンテナンス契約の発注・モニタ
リング能力の能力向上を図り、
（アウトカム）
●○国電力公社/域内の電力インフラの運営維
持管理が改善することに寄与する。
（インパクト）

電力O&M人材のニーズ
は高い一方、専門家リ
ソース、予算上の制約
があることから、今後、
域内での拠点化（●○
地域電力技術者トレー
ニングセンター等）を図
る。
サブサハラ・アフリカや
復興国等、そもそもの
人材に限りがあり、
O&Mを内包化せず民間
外部委託した方が望ま
しい国では、民間への
発注・モニタリング能力
の強化を図るべきであ
る。

・組織レベルでの能力向上に向けた体系的な人材育成シ
ステム構築の重要性
組織レベルの能力向上を目的とする技術協力において、日
本人専門家による研修の実施のみでは、個人レベルの知
識・技能は向上しても必ずしも組織能力の向上にはつなが
らないため、プロジェクト目標を達成するには不十分であ
る。したがって、プロジェクトでは個人向けの研修の実施の
みに焦点をあてるのではなく、個人レベルと組織レベルの
双方での研修効果を検証するための研修評価・フィード
バックシステムを含む、体系的な人材育成システムの構築
にも注力すべきである。
（右記レファレンスプロジェクト23．より）

プロジェクト開始前に、プロジェクトの計画を策定するため
の詳細な調査を行うことが重要であるが、同時に、事前に
収集した情報のみで完全なプロジェクト計画を策定すること
は困難である。従って、プロジェクトの成果・効果をより高め
るためには、事前に策定した計画を活用しつつプロジェクト
を実状に即して実施することが肝要である。このため、プロ
ジェクトの実施プロセスや計画の修正が必要な場合、プロ
ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を含めたプロジェクト
の計画を関係機関が議論し修正する必要がある。本プロ
ジェクトでは、実施前の段階では想定していなかったベトナ
ムの電力セクターの分割化に伴い、ベトナム電力公社
（EVN）の人材開発計画の策定がプロジェクトの成功に不可
欠との判断に基づき、ローカルコンサルタントを活用した在
外基礎調査を実施した。当初想定の枠にとらわれず、プロ
ジェクトの成功をにらんだ投入の追加・変更については、そ
の費用対効果を見極めた上で実施されることが不可欠で
あり、本件調査の実施は好例であったと判断される。
（右記レファレンスプロジェクト7．より）

プロジェクト実施体制が確立し、電力短
大 （Electrical Power College：EPC）にお
いて教育訓練カリキュラムが開発され、
EPCにおいて教材が開発され、電力5技
術分野の運転保守の指導ができるコア・
インストラクターが養成され、コア・インス
トラクターによって、運転保守に関する体
系的な研修コースが実施され、上記カリ
キュラムに基づいた教育訓練を実施する
ために必要な教育訓練資機材が活用さ
れ、以上成果の継続を指向した研修実施
体制が構築されることにより、
EPCが、電力５技術分野（火力発電、水
力発電、送電、変電、配電）の運転・保守
に係る体系的な知見をもった技術者を、
持続的に養成できるようになることを図
り、
本プロジェクトで開発された研修コースの
実施が拡大・発展し、現場技術者の近代
的な運転保守に係る能力が向上すること
に寄与する。

【参考】
国連SDG指標：7.1.1 電気を受電
可能な人口比率
国連SDG指標：7.1.2 クリーンな燃
料や技術に依存している人口比
率
国連SDG指標：7.2.1 最終エネル
ギー消費量に占める再生可能エ
ネルギー比率
国連SDG指標：7.3.1 一次エネル
ギー及びGDP単位当たりのエネ
ルギー強度

【参考】
日本政府SDGs実施指針指標：
①2017年度から2021年度までの
５年間で、途上国で現代的エネル
ギーの安定的供給とアクセス向
上に資する2,000人の人材育成を
行う。
②SDGsへの貢献を明確化して形
成された新規案件の数（注：全分
野・課題共通の指標）

【参考】
JICA第4期中期計画の指標：
①初期電化・供給増・安定化等の
裨益想定人口
②質の高いエネルギー分野の研
修実績数
（うち，資源の絆研修実績数）
③低廉・低炭素・低リスクをバラン
スよく満たす電力開発に係る新規
計画策定数
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開発戦略目標 中間目標
プログラム目標レベルの指標/国

連SDG指標等（青字）
中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム

が対応する開発課
題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際に、
必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル①　　「電力設備O&M人材育成」

25．シエラレオネ　電力供給設
備維持管理のための能力向上
プロジェクト（協力期間：2011年
3月～2015年9月）

2.プロジェクト目標の指標例
①●○国電力公社/●○地域電力技術者トレー
ニングセンターの研修実施体制（カリキュラム、
教材、実習訓練機材、講師、予算措置等）が構
築される。
②●○国電力公社が運営維持管理計画を独自
に策定する。
③●○国電力公社が運営維持管理計画を独自
に実施する。
④＜メンテナンス民間委託の場合＞●○国電
力公社が民間とメンテナンス契約を独自に締
結・モニタリングできる。
⑤○名以上が●○国電力公社/域内電力公社
の研修講師として認定される。
⑥研修内容・研修教材に対し、参加者の●％が
満足する。
⑦研修受講済の現場技術者の数
⑧作成/改善された教材の数
⑨追加・改善された研修コースの数
⑩現場技術者の運転・保守に係る知識・技術
（テスト等で測る）・意識（アンケート等で測る）の
向上
⑪研修の習得内容の現場での活用度（受講後
数か月後の状態。アンケート等で測る）
（補助）
①プロジェクトの終了までに、○○分野の内部
研修が最低△回実施される。
②プロジェクトの終了までに、○○分野の実践
的実務研修/OJTが開始される。
③各分野の研修に係る評価報告書が最低▲回
作成され、研修内容にフィードバックされる体制
が整備される。

・安定的な電力供給と経済成長（本事業が復興支援である
ことに留意）
内戦の構造的要因となった貧困と失業の改善は大きな課
題であり、成長と雇用の源泉となるプライベートセクターの
振興が国家の最優先事項のひとつとなっている。一般住民
の生活の向上や、外資を含む民間企業の参入を促すため
には、より安価で安定的な電力供給への移行が望まれて
おり、復興段階のできるだけ早いタイミングでの電力供給
能力の強化を図ることが重要。このほか、電力供給には
「目に見える」平和の配当として、内戦を経験した人々に平
和の定着を意識づける効果もある。
（右記レファレンスプロジェクト25．より）

フリータウン地域のディーゼル発電、送
配電システムに係る技術業務を実施する
ための日常業務基盤が構築され、フリー
タウン地域の発電設備の運転維持管理
に係る技術・マネージメント能力が発展
し、フリータウン地域の送配電システムの
運転維持管理に係る技術・マネージメント
能力が改善し、発電及び送配電の運転
維持管理業務の計画及び管理能力が発
展することにより、
国家電力公社（NPA）の電力供給設備
（ディーゼル発電設備及び送配電設備）
の維持管理能力が向上することを図り、
NPAの電力供給サービスが向上すること
に寄与する。

・電力供給設備におけるO&M 能力強化
内戦後は、あらゆる分野で教育と経験のある中核人材が
枯渇する。このため、無償資金協力で設置した設備を適切
にメンテナンスし、継続的に電力を安定供給させるために
は、発電機、T&D設備等の機材の導入とともに、技術協力
によるO&Mの能力強化が不可欠である。C/Pとなる電力公
社のエンジニアは内戦中の新規採用の停止により退職間
際のシニアが多い。したがって技術協力では、シニアによる
O&Mを支えつつ、新規採用を国家電力公社（NPA）に求め
てきた。他方、採用されたとしても、そもそもの国の教育水
準が低下しているなか、基礎能力が低い人材であるケース
が多い。このため、協力期間は通常の途上国において妥
当と考えられる協力期間よりも長期の協力とすることを検
討すべきである。加えて、供与する発電機は、メンテナンス
が容易な設計にすることが重要である。
・発電コスト削減と電力損失の低減
一般的に内戦後の電力事業は、電気料金を一定の範囲内
に収めつつ、発電コストの高いディーゼルで発電した電力
を老朽化したT&D設備で供給するため、ロス率が高く、国
家電力公社（NPA）の収益は構造的な赤字となり、国庫で
補填し、事業を継続するか、発電事業自体がストップするこ
とになる。加えて、頻繁な停電や電圧降下等で満足なサー
ビスを提供することができず、料金回収率も低い。NPA の
キャパシティが脆弱ななか、独立系発電事業者
（Independent Power Producer：IPP）と契約して買電する場
合もあるが、IPPの事業リスクは高く、価格は吊り上げられ
る傾向にある。国庫負担により、電気料金を一定の範囲に
抑える政策がとられているが、そもそもの財政状況が逼迫
するなか、持続的な対応とはいい難い。この段階では、
NPA によるO&Mを国庫で赤字補填しつつ、T&D損失及び
発電コストの削減等、収益を改善する取り組みが、国庫負
担の軽減や将来の投資環境整備を図るうえで優先される
べきと考えられる。
（以上、右記レファレンスプロジェクト25．より）
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開発戦略目標 中間目標
プログラム目標レベルの指標/国

連SDG指標等（青字）
中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム

が対応する開発課
題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際に、
必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル①　　「電力設備O&M人材育成」

40．ベトナム　省エネルギー研
修センター設立支援プロジェク
ト（ステージ１）（協力期間：2011
年7月～2012年9月）

プロジェクト実施体制が確立し、ベトナム
国の電力セクターのニーズに基づいて、
これまでの技術協力で開発され発展して
きた資源を利用して作られた新たなカリ
キュラムが今後も継続して成功裏に実施
され、電力技術研修センター（ACT）が、
経営方針に沿った計画的な業務推進が
出来るようになることにより、
ACTが、ベトナムの電力セクターの人材
育成政策とニーズに基づいたトレーニン
グおよびコンサルティング・サービスを提
供する、独立した機関となることを図り、
ベトナム国の技術者と技術管理者の近
代的な運転・保守にかかる能力が向上す
ることに寄与する。
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開発戦略目標 中間目標
プログラム目標レベルの指標/国
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参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

低廉、低炭素かつ
低リスクのエネル
ギー供給

上位政策の改善 ①最大出力（実績値）（MW）
②送電端発電量（年間）
（Gwh/Year）
③設備稼働率（％）
④世帯電化率（％）
⑤売電量（Mwh)
⑥電力技術基準の制度化
⑦顧客あたりの停電回数・時間の
減少(SAIDI/SAIFI)

電力技術基準等の
整備

5.ラオス ラオス電力技術基準
整備（協力期間：2000年5月～
2003年4月）

6.ラオス 電力技術基準促進支
援プロジェクト（協力期間：2005
年1月～2008年1月）

電力技術基準を遵守するためのルール
が明確になり、電気事業の許認可業務
が円滑に行われ、電気事業者に対する
指導能力が向上することにより、
電力技術基準がカンボジア電力庁
（EAC）により効率的及び適切に運用され
ることを図り、
カンボジアの電力が安定的かつ安全に
供給されることに寄与する。

4．カンボジア 電力セクター育
成技術協力プロジェクト（協力
期間：2004年 9月～2007年9
月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル②　　「電力技術基準等の整備」

（モデル記載案）
電力規制局および電力公社のC/Pが電
力技術基準運用に関する研修を適切に
実施できる知見および技術を身につけ
ることにより、
（アウトプット）
●○国の電力技術基準を整備・運用で
きる人材が育成され、行政組織および
電気事業者内において電力技術基準が
機能することを図り、
（アウトカム）
●○国の電力技術基準が制度化かつ
適正に運用され、●○国の電力が安定
的かつ安全に供給されることに寄与す
る。
（インパクト）

・ 強力な国内からの支援
本プロジェクトの成果達成は、日本国内の電力会社等をメ
ンバーとする国内支援委員会による周到かつ効果的な協
力に負うところが大きい。さらに、経済産業省原子力安全・
保安院の技術的助言も得ることができた。国内支援委員会
の事務局を務めた海外電力調査会が、プロジェクト実施に
必要な支援のための関係者間の調整を行った。
（以上、右記レファレンスプロジェクト5．より）

・プロジェクト実施機関に必要な要素
本プロジェクトはPDMに沿って順調に進捗した。主な理由と
して、実施機関が以下の特徴をもっていることがあげられ
る。
　・組織上層部のプロジェクトへの積極的な関与
　・C/Pによるプロジェクト活動への積極的な参加
　・ローカルコストの十分な予算
　・C/Pが積極的にプロジェクト活動を行えるようC/P給与
のための十分な予算
　・日常業務とプロジェクト活動の高い関連性
　・技術が高い人材の存在
　・整ったICT（情報通信技術）環境
今後、プロジェクトを計画・立案する際に、上記要因を十分
考慮する必要がある。
（右記レファレンスプロジェクト4．より）

【参考】
国連SDG指標：7.1.1 電気を受電
可能な人口比率
国連SDG指標：7.1.2 クリーンな燃
料や技術に依存している人口比
率
国連SDG指標：7.2.1 最終エネル
ギー消費量に占める再生可能エ
ネルギー比率
国連SDG指標：7.3.1 一次エネル
ギー及びGDP単位当たりのエネ
ルギー強度

【参考】
日本政府SDGs実施指針指標：
①2017年度から2021年度までの
５年間で、途上国で現代的エネル
ギーの安定的供給とアクセス向
上に資する2,000人の人材育成を
行う。
②SDGsへの貢献を明確化して形
成された新規案件の数（注：全分
野・課題共通の指標）

電力技術基準の整備に必要な情報が収
集され、電力技術基準の整備に必要な
技術が習得され、ラオスに必要な電力技
術基準の内容が行政官によって把握さ
れ、電力技術基準への関心が高まること
により、
ラオス電力技術基準を整備できる人材が
養成されることを図り、
ラオス電力技術基準（LEPTS）が法制化
されることに寄与する。

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①●○国の電力技術基準が制度化され
る。
②顧客あたりの停電回数/停電時間が
減少する。
③非計画停電の総数
④電力技術基準を適用し、必要に応じ
て対策が講じられる1MW以上の発電所
の数
⑤電力技術基準を基に作成・分析され
る事故データベースの数（プロジェクト目
標に比べデータベースが作成される都
市が増える）
（補助）
①エネルギー管理局の承認を受けた電
力設備総数

・プロジェクトデザインにおいて組織成立を成果指標とする
ことは適切ではない
本プロジェクトでは、規制部門設立を成果の指標として定義
することには限界があった。なぜなら、組織の設立は相手
国側政府の内部の問題で人事制度をも含む事項であるか
らである。その結果、本プロジェクトは相手国政府ならびに
エネルギー・鉱業省（MEM）に対して規制部門設立の必要
について説得するために、多大な時間とエネルギーを浪費
してしまった。
JICA のPCM マニュアルに従えば、組織の設立はプロジェ
クトの外部条件の一つとして定義すべきである。本プロジェ
クトの経験から、組織設立に関しては、活動を相手国政府
への助言や提言にとどめておくことが適切であると考えら
れる。
（右記レファレンスプロジェクト6．より）

電力技術基準（LETS）運用に必要なガイ
ドライン・検査マニュアルが整備され、
OJTを通じて、電力局（DOE）および電力
公社（EDL）のカウンターパートが基準運
用に関する研修を適切に実施できる知見
および技術を身につけ、DOEスタッフは検
査員としての技術・知見を身につけ、その
内容を検査員としての技術・知見を身に
つけ、その内容を地方工業手芸局
（PDIH）に対して教育し、EDLの技術者は
自身の業務でLETSを活用・遵守できる能
力を身につけ、LETS運用に必要な管理
体制が構築され、行政機関、電気事業者
のみならず、電力セクターの関係者に対
し、LETSの考え方が普及することにより、
行政組織および電力業者内において電
力技術基準（LETS）が機能することを図
り、
電力セクターにおける活動および設備の
安全性が改善されることに寄与する。

【参考】
JICA第4期中期計画の指標：
①初期電化・供給増・安定化等の
裨益想定人口
②質の高いエネルギー分野の研
修実績数
（うち，資源の絆研修実績数）
③低廉・低炭素・低リスクをバラン
スよく満たす電力開発に係る新規
計画策定数
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技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル②　　「電力技術基準等の整備」

20．ベトナム 電力技術基準普
及プロジェクト（協力期間：2010
年3月～2013年6月）

エネルギー管理局（DEM）の審査及び検
査業務能力が向上し、DEMの県エネル
ギー・鉱業局（PDEM）に対する監督業務
能力が向上し、対象県における電力技術
基準の理解が向上することにより、
電力セクターにおける規制機能が強化さ
れることを図り、
適法な電力設備が普及し、電力が安定
的に供給されることに寄与する。

22．ラオス 電力セクター事業管
理能力強化プロジェクト（協力
期間：2010年8月～2013年3月）

・協力のアプローチ
本プロジェクトでは、過去のプロジェクトの成果を活用して、
C/Pの実務能力を向上させることが最も重要であった。実
施期間を通して、専門家はC/Pが審査・検査を実施するた
めの環境整備、後方からのアドバイスに徹したことから、
C/Pのオーナーシップ、自主性を効果的に向上させること
ができた。他方で、専門家の人事異動による交代等により
専門家延べ人数が16名、延べ渡航回数も87回に及ぶな
ど、C/Pと専門家との間で腰を落ち着けて信頼関係を構築
し技術協力を行うという観点からは、改善すべき面もみられ
た。業務実施契約であるためやむを得ない面もあるが、必
要に応じて契約開始時点で覚書を締結するなどの対応が
望まれる。
（右記レファレンスプロジェクト22．より）

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①●○国の電力技術基準案が作成され
る。
②新規に開発する設備の中で電力技術
基準を満たす電力設備の数
③既設設備の中で電力技術基準を適用
し、必要に応じて対策が講じられる2MW
以上の発電所の数
③プロジェクト地域において電力技術基
準を満たす115kVの送変電設備の数
④プロジェクト地域におけて電力技術基
準を満たす配電線の数
⑤電力技術基準を基に作成・分析され
る事故データベースの数
（補助）
①電力技術基準細則が▲△省に提出さ
れる。
②電力事業者への技術指導が実施され
る（回数が増える）。
③▲△省所管の電力技術基準が××
年末までに省令化される。
④新たに建設される電力設備の設計
が、電力技術基準に準拠して承認され
る。
⑤新たに建設された電力設備の竣工検
査が電力技術基準に準拠して実施され
る。
⑥電力設備の運営維持管理に関する
定期検査が、▲△省所管の電力技術基
準に準拠して事業者により実施され、▲
△省に報告される。

・ラオス電力技術基準（LEPTS）案の英語版からラオ語版へ
の翻訳実施にC/P 全員がかかり、C/P がさらに一層
LEPTS案の内容を深く理解することができた。理解が深
まったことで、結果として電力技術用語の確立と電力技術
基準の法制化
への道を開き、法制化が実現した。
・＜教訓４＞
基準作成と基準運用支援は別個のフェーズにて行うほうが
良い。ただし、基準作成フェーズ
では運用までを見据えて電力技術基準体系を整理する必
要がある。

既存のTRについてレビューした報告書が
作成され、電力技術基準の草案が作成さ
れ、電力技術基準のGL（ガイドライン/任
意規格）の草案が作成されることにより、
ベトナム当局により、電力技術基準及び
GLが承認されることを図り、
ベトナムにおける電力供給の信頼性及び
安全を確保するため、電力技術基準及び
GLが施行・運用されることに寄与する。

・TR（技術基準/強制規格）を含む法制度支援のための技
術協力における相手国オーナーシップを重視したアプロー
チの重要性
十分な技術水準を有している人材を確保できる国におい
て、TRの作成など法制度の整備を支援する技術協力プロ
ジェクトを効果的に実施するにあたっては、現地の有能な
人材を動員・活用することが重要である。また、ベトナムの
ように英語以外の言語を公用語とする国においては、法律
文書等は当該国の公用語で作成されるが、多くの場合、当
該国公用語により法律文書を作成することができる語学力
を有する日本人専門家を確保することが困難である。他
方、現地の専門家は、新たな技術や制度に関する知識や
経験が不十分であることから、日本人専門家は必要な技術
面での助言を行い、現地コンサルタントを含む現地専門家
が中心となって法律文書作成を行うことが望ましい。こうし
た現地人材のより効果的な動員により、より効果的な日本
人専門家からの技術協力を行うとともに、C/P側のオー
ナーシップを高めることにより、技術協力プロジェクトとして
の有効性及びその効果の自立発展性・持続性を最大化す
ることにつながるものと期待される。
（右記レファレンスプロジェクト20．より）
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技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル②　　「電力技術基準等の整備」

・＜教訓７＞
途上国では性能基準のみでは不十分であるケースが多
い。
（これから電力技術基準を整備し、技術レベルを向上させ
ていく国においては、先進国のように性能基準のみを強制
基準として定めるのでは不十分であるため、日本の「電気
設備技術基準・解釈」に相当するような、数値規定を定めた
細則を合わせて制定・法制化することが必要）
・＜教訓８＞
基準作成における技術移転は作成過程でのOJT が一般
的。もっとも効果的なのは、内外向けの基準説明会やセミ
ナー等にてC/P が説明を行うこと。ただし、それだけでは基
準運用に必要な十分な理解には至らない可能性が高いの
で、基準運用支援では別途技術移転が必要。資格制度に
ついては各国の状況を考慮し設定する。
（以上、「アジア地域 電力技術基準における総合分析報告
書」（2008年1月）より）
・＜教訓９＞
基準運用における技術移転は、トレーニングでの実技演習
や現場での基準遵守状況のチェックなど、実践的経験の蓄
積が効果的。
・＜教訓12＞
基準作成案件・運用案件いずれでも、所轄官庁、規制当
局、事業者の三者をC/P に含め、全員の参画を得ることが
効果的。運用案件では規制当局と事業者が参画すること
が好ましいため、自立発展性の観点からも規制当局の存
在（設立）が好ましい。
（以上、「アジア地域 電力技術基準における総合分析報告
書」（2008年1月）より）
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　　２）マネジメント
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事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

低廉、低炭素かつ
低リスクのエネル
ギー供給

エネルギー・アクセ
スの向上

①世帯電化率（％） ・送配電線の延伸
・再生可能エネル
ギー利用のオフグ
リッド電化

1．フィリピン 地方電化プロジェ
クト（協力期間：2004年6月～
2009年7月）

27．ケニア 再生可能エネル
ギーによる地方電化モデル構
築プロジェクト（協力期間：2012
年3月～2015年 2月）

13．マラウイ 地方電化推進プロ
ジェクト（協力期間：2006年12月
～2009年12月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル③　「エネルギー・アクセスの向上」

（モデル記載案）
送配電線延伸および再生可能エネル
ギーを利用した地方電化プロジェクトの
推進及び運用・維持管理に関する政策
及び手続きが整備され、技術力が強化
されることにより、
（アウトプット）
●○国地方電化プログラムの計画・実
施に係る関係省庁の能力の向上を図
り、
（アウトカム）
送配電線の延伸及び再生可能エネル
ギー利用の電源の普及によって電化率
の向上に寄与する。
（インパクト）

マイクロ水力発電技術と太陽光発電技術
に関する知識と技術が移転され、能力が
向上し、社会的準備に関する知識と技術
が移転され、能力が向上し、再生可能エ
ネルギーを利用した地方電化プロジェクト
推進及び運営管理に関する政策及び手
続きが整備されることにより、
ターゲットグループの再生可能エネル
ギーを利用した地方電化プロジェクトを推
進し、管理運営できる能力が向上するこ
とを図り、
拡大地方電化プログラムの下で、地方電
化が成功裏に実施されることに寄与す
る。

パイロット・プロジェクトを通じて、未電化
地域における保健施設の太陽光発電に
よる電化の実用モデルが開発され、パイ
ロット・プロジェクトを通じて、未電化地域
における学校施設の太陽光発電による
電化の実用モデルが開発され、パイロッ
ト・プロジェクトを通じて、未電化地域にお
けるコミュニティセンター等の零細ビジネ
ス拠点施設（生産的活動を行う施設）の
再生可能エネルギーによる電化の実用
モデルが開発され、再生可能エネルギー
による地方電化モデルがケニア国内で普
及するための政策・制度に関する提言が
行われることにより、
未電化地域における再生可能エネル
ギー利用による地方電化モデルを構築
し、公共施設等の施設電化率向上に貢
献することを図り、
ケニア国民の生活の質を向上させるた
め、再生可能エネルギーを利用した地方
電化モデルが国内に普及し、
公共施設等の施設電化率が向上するこ
とに寄与する。

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①▲△年までに、村落レベルの電化率
○％が達成される。
②■□年までに、世帯レベルの電化率
●％が達成される。
（補助）
①プロジェクトで開発されたモデルを適
用し、公共施設及びコミュニティセンター
等の零細ビジネス拠点施設が、再生可
能エネルギー利用によりXXか所電化さ
れる。

【参考】
JICA第4期中期計画の指標：
①初期電化・供給増・安定化等の
裨益想定人口
②質の高いエネルギー分野の研
修実績数
（うち，資源の絆研修実績数）
③低廉・低炭素・低リスクをバラン
スよく満たす電力開発に係る新規
計画策定数

・プロジェクトのデザインを行うにあたっては、上位目標とプ
ロジェクト目標の達成のためのそれぞれの段階を十分に検
討することが重要である。具体的には、①現実的なプロジェ
クト目標及び上位目標とそれらの測定可能な指標の設定、
②プロジェクト目標と上位目標の因果関係の検討、③「活
動」内容の間での適切な結合（マニュアルの整備等）、の重
要性が挙げられる。
（右記レファレンスプロジェクト1．より）

・長期にわたる地道な支援の成果
1999年以来10年間にわたってマラウイの地方電化に対し
て様々な援助スキームを活用して援助を継続してきた（日
本政府（GOJ）は債務救済無償を通じたMAREPへの支援、
地方電化アドバイザー長期専門家の派遣、開発調査によ
る地方電化マスタープラン（M/P）の策定、草の根無償資金
協力による太陽光発電設備設置、太陽光発電維持管理を
担うシニア海外ボランティアの派遣、本邦・第三国研修など
を通じてマラウイの地方電化事業に協力してきた）。1999年
当初の長期専門家派遣においては、同セクターに対する援
助の方向性や具体的な支援のアプローチを定義することが
主要な業務となった。これに基づきJICAは引き続き専門家
の派遣を継続しながら、必要な他のスキームを活用した協
力を実施してきた。2006年12月からの本技術協力プロジェ
クトは、これら長期・継続的な支援の流れの延長線上に位
置づけられており、これまでの協力活動をこの3年間で総合
的にまとめあげる役割を果たしたと考えられる。
（右記レファレンスプロジェクト13．より）

マラウイ地方電化プログラム（MAREP）第
5次事業を通じて、MAREPの計画と実施
に関する契約管理能力が改善され、太陽
光発電システムの検査官と研修講師の
技術能力が改善され、地方電化基金の
適切な管理能力が開発・維持され、天然
資源エネルギー環境省エネルギー局地
方電化課（RED/DOE）における業務運
営・管理能力が開発・維持されることによ
り、
MAREPの計画実施能力が改善されるこ
とを図り、
配電線の延伸及び太陽光発電システム
の普及によって世帯電化率が向上するこ
とに寄与する。

【参考】
国連SDG指標：7.1.1 電気を受電
可能な人口比率
国連SDG指標：7.1.2 クリーンな燃
料や技術に依存している人口比
率
国連SDG指標：7.2.1 最終エネル
ギー消費量に占める再生可能エ
ネルギー比率
国連SDG指標：7.3.1 一次エネル
ギー及びGDP単位当たりのエネ
ルギー強度

【参考】
日本政府SDGs実施指針指標：
①2017年度から2021年度までの
５年間で、途上国で現代的エネル
ギーの安定的供給とアクセス向
上に資する2,000人の人材育成を
行う。
②SDGsへの貢献を明確化して形
成された新規案件の数（注：全分
野・課題共通の指標）
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18．ザンビア 地方電化能力開
発プロジェクト（協力期間：2009
年8月～2013年12月）

・プロジェクトの実施体制
ファシリテーターとなる長期専門家が現場で各関係機関の
状況を把握して分析することにより、カウンターパートの
ニーズに合致した研修や講師をアレンジした。長期専門家
一人と日本人専門家及び第三国専門家の短期派遣による
プロジェクト実施体制は、ニーズに即した活動の実施に役
立ち、本プロジェクト全体の円滑な運営に貢献した。（右記
レファレンスプロジェクト32．より）

32．ブータン 地方電化促進プロ
ジェクト（協力期間：2008年6月
～ 2011年6月）

・日本人専門家の役割・責任の明確化
このプロジェクトでの日本人専門家の調達方法は、他の大
多数の技術協力プロジェクトとは異なり、結果としてプロ
ジェクトの効率性を低下させている。地方電化アドバイザー
と業務調整専門家はそれぞれ個別の契約をJICAと結び派
遣された 。短期専門家はチームとして1つの契約をJICAと
結んでいる。これら3者には共通の契約はない。これは、本
分野での限られたリソースを活用するための苦肉の策であ
り、やむを得ない面があるが、こうした場合には、効率的な
プロジェクト実施のために、何らかの形でそれぞれの役割
や責任を明確に規定すべきである。それぞれの契約の特
記仕様書に、相互の役割や責任について詳しく明記すべき
であり、JICAは今後、今回の教訓を生かす必要がある。
（右記レファレンスプロジェクト18．より）

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①プロジェクト期間中に本プロジェクトの
もとで整備された再生可能エネルギー
利用の発電設備○％が適切に稼働して
いる。
②関係省庁による年間活動計画が適切
に実施され、同年間計画の目標電化率
が達成される。
（補助）
①再生可能エネルギー利用による地方
電化のための実用的なモデルのガイド
ラインおよびマニュアルが 、地方電化
庁の執行委員会（executive board）及び
エネルギー省に採用される。
②モデルの普及促進に向けた政策およ
び制度的枠組み向上のための提言が、
関係機関に提出される。
③プロジェクトのアウトプット（構築され
たモデルや提言された政策・制度等）
が、地方電化マスタープランに盛り込ま
れる。

この10年間の協力の内容は、政策立案、M/P作成、F/S、
個別具体的な技術指導など、地方電化に必要な広範な内
容であった。このような継続的な支援が、同セクターへの効
果的な援助となったと考えられる。なおM/P調査、これに引
き続き行われたフォローアップ調査において策定された提
言のいくつかは、マラウイの電力行政並びに地方電化を促
進するための法制度となって結実している。また、ほぼ同
時並行的にマラウイの地方電化に対し、草の根無償資金
協力の供与などが実施されるようになった。その際、技術
面での課題が明らかになり、本プロジェクトで必要な技術協
力が実施されたことにより、これらの課題が解決することと
なった。
このように、マラウイの過去10年にわたる技術協力を俯瞰
すると、長期的にソフトとハードを組み合わせた包括的な支
援が実現し、これがC/Pの能力向上に効果をあげた好例で
あると考えられる。
（右記レファレンスプロジェクト13．より）

エネルギー・水資源開発省（MEWD）エネ
ルギー局（DOE）/地方電化庁（REA）の地
方電化年間計画策定のための技術的能
力が開発され強化され、REAの地方電化
実施のための技術的能力が強化され、
REAのプロジェクトのマネージメント体制
が改善され強化され、DOE及びREAの太
陽光発電システム普及のための環境整
備・管理能力及び公的機関、民間技術者
（ZESCO 等）の同システム設置、維持管
理のための技術的能力が開発され強化
され、REAの地方電化基金（REF）の財務
管理能力が開発され強化されることによ
り、
ザンビア国地方電化マスタープラン
（REMP）の実施及び更新に係るDOE及び
REAの能力が強化されることを図り、
REMPに従って、地方部での電化が促進
されることに寄与する。

④パイロット・プロジェクトの公共施設お
よびコミュニティセンター等の零細ビジネ
ス拠点施設ならびに当該コミュニティに
おいて、エネルギーに対する支出が、
XX％減少する。
⑤パイロット・プロジェクトの公共施設お
よびコミュニティセンター等の零細ビジネ
ス拠点施設ならびに当該コミュニティに
おいて、エネルギー使用に関する施設
利用者の満足度が向上する。
⑥プロジェクトにより設置された再生可
能エネルギー施設・機材が、適切に運
用・維持管理される。

地方電力供給に焦点をあて、制度面のア
セスメントに基づき、総合訓練プログラム
が策定され、地方電力供給のための訓
練機材が拡充され、地方電力供給のた
めのガイドラインとマニュアルが作成さ
れ、地方電化に関し、参加者の知識と技
術が向上し、地方電力供給のための訓
練施設のトレーナーの能力が向上し、太
陽光発電システムの現場の技術支援ス
キームのモデルが整理されることにより、
ブータン電力公社（BPC）及び経済省エネ
ルギー局（DOE）の地方電力供給効率性
向上のための技術及び制度面の能力が
強化されることを図り、
地方部における電力供給サービスが向
上することに寄与する。
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技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル③　「エネルギー・アクセスの向上」

39．ブータン 地方電化促進プロ
ジェクト　フェーズ２（協力期間：
2012年3月～ 2014年9月）

26．ケニア 再生可能エネル
ギーによる地方電化推進のた
めの人材育成プロジェクト（協
力期間：2011年8月～2017年1
月）

ジョモケニヤッタ農工大学（JKUAT）にお
ける再生可能エネルギー分野の研究・開
発が改善され、JKUATにおける再生可能
エネルギー分野の教育活動（講義・授
業、学生の研究等）が、共同研究を通じ
て改善され、JKUATの地方電化のための
再生可能エネルギーに関する研修能力
が向上し、再生可能エネルギーによる地
方電化のための産学官連携が強化され
ることにより、
JKUATの再生可能エネルギーによる地
方電化のための研究・開発、教育、研修
能力が、関係者間の連携とともに強化さ
れることを図り、
再生可能エネルギーによる地方電化の
ための技術と人材が強化されることに寄
与する。

1名の長期専門家（直営）と計14名の短期専門家（業務実
施契約）によって業務を遂行した。長期専門家はブータン電
力公社（BPC）内に常駐し、全期間を通してBPC職員と意思
疎通を図った。一方、短期専門家は、およそ2ヶ月に2週間
程度の頻度でBPCに訪問し技術移転を行った。本プロジェ
クトの中でも特に重点的な投入であったPI活動に関して
は、BPC職員が主体的に問題分析、計画策定、提案書作
成を行い、それらに対し、短期専門家が適宜指導を行う手
法をとった。短期専門家が不在時には、BPC職員の自主的
な活動が滞ることも懸念されたが、BPC内に常駐している
長期専門家が頻繁にBPC職員の活動状況の確認を行い、
適宜短期専門家とメールを通じて相談の上、BPC職員に対
し適切なアドバイスを実施したことにより、効率性の高い活
動になったと判断できる。
（右記レファレンスプロジェクト39．より）

なお、いずれのプロジェクトも長期専門家と短期専門家の
共通の契約書はなかったが、それぞれの特記仕様書に
「（相互に）協働して活動を行う」よう明記されていた。その
ため、相互の役割を理解し、十分に情報共有を行いながら
共同体制を構築し、協力しながら活動を行うことができた。
（右記レファレンスプロジェクト32.、39．より）

・太陽光発電研修のための第三国専門家の投入（南南協
力）
フィリピンのJICA地方電化プロジェクト（右記レファレンスプ
ロジェクト1.）にて育成された太陽光発電のフィリピン専門家
の有効性が高く評価されている。途上国の電化のための太
陽光発電は日本などの先進国のものとは利用が異なるた
め、フィリピン専門家による研修実施は適切であり、実際、
フィリピンの第三国専門家のブータンへの派遣に関しては、
JICA内の複数の関連部署（産業開発部、ブータン事務所、
フィリピン事務所）の調整により、技術レベル、指導方法、
費用効果の点において有効性が高い投入が可能となっ
た。この経験は、将来的に類似プロジェクトに適用される1
つの教訓となりうる。
（右記レファレンスプロジェクト32．より）

地方電化の運用・維持管理に関する優
先課題への対応能力が向上し、地方電
化における運用・維持管理マニュアルが
整備され、地方電化（配電）の運用・維持
管理におけるブータン電力公社（BPC）研
修センターの研修能力が強化されること
により、
BPCの地方電力供給における運用・維持
管理能力が向上することを図り、
地方部における電力供給の効率性が向
上することに寄与する。

・先方政府機関からの協力確保の重要性
研究開発コンポーネントの課題の一つはC/Pの参加が限
定的であったことである。共同研究に参加することにより
C/Pが大学に貢献していることが所属する学部に承認され
ておらず、学部からの理解や協力が不足していたことが本
評価で確認されている。C/Pのプロジェクトへの参加が所属
学部よりあらかじめ承認されていれば、彼らのプロジェクト
への参加環境も改善されていただろうと考えられる。プロ
ジェクトの計画段階で対象部署だけでなく、プロジェクト実
施に関係するすべての学部または大学全体を巻き込むこと
で、プロジェクトが実施しやすい環境を設定することが今後
の教訓として挙げられる。
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技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル③　「エネルギー・アクセスの向上」

・産業界ステークホルダーとの連携による太陽光発電の
キャパシティの向上
2015年1月現在、承認されたPVトレーナーによりTTIや他の
研修機関でPV研修をうけた技術者の数は372人である。こ
の数字は2年という短期間の間に達成された。短期間にこ
のような多数の研修履修者を可能にしたのは、プロジェクト
が業界団体などの学外ステークホルダーと連携した結果で
ある。このパートナーシップでは、プロジェクトが講師や研
修場所、教材を提供し、業界団体が自らが持つネットワー
クから参加者を募集・派遣することで可能となった。研修
ニーズアセスメントの結果をワークショップで公表し、業界
団体などステークホルダーからのフィードバックを得ること
で、ケニア国内の研修機関とのネットワークが確立されたこ
とが大きな貢献要因だといえる。ステークホルダーとの幅広
い継続した協議がプロジェクト成果を効果的に発現させ、し
いては波及効果をもたらすことができたことは、今後ステー
クホルダーとの連携に関連する類似のプロジェクトへの好
事例になるといえる。
（右記レファレンスプロジェクト26．より）

・太陽光発電(PV)システムの所有権や保守管理の責任の
所在が不明確で、バッテリー交換のタイミングの時点で運
営が行き詰まったSHS等の経験などから、持続的なPVシス
テムを導入･普及のため、PVシステムの所有権や保守管理
の責任を明確にすることの重要性が認識された。
・JICAのPV分野の支援活動は、20 WpのSolar Home
System (SHS)からMWp級の系統連系型システムまで、どの
活動にでもかなりインテンシブな能力開発活動が含まれて
いる。システムの適切な設計・設置・O&Mのためには、PV
システムの特徴を関係者が熟知する必要がある。PVシス
テムの設置・O&Mはシンプルで難易度は高くないと思われ
がちだが、バッテリーを含め、適切なデザインや運用が欠
かせない。
・ユーザー教育は、識字率など途上国現場の実情を踏まえ
た役に立つエッセンスの工夫が有効。
・SHSを1万セット/月以上のオーダーで導入しようとするな
ら、最初からそのことを想定したマネージメントシステムをデ
ザインする必要がある。 個々の家庭の所有するSHS情報
やローン返済状況、故障や保守状況、導入したプロバイ
ダー情報等を、SHSプログラムの実施機関 (＝監督機関)
が、毎月更新されたデータベースとして管理できる体制、そ
れを定期的に評価し、軌道修正できる体制が望まれる。
・SHSプロバイダーがローンサービスも提供することで、各
家庭の両方の情報を一元管理でき、また集金と保守点検を
兼ねることができる。
・設置型のSHSでは、テクニシャンとユーザーを対象とした
体系的なトレーニングや講習プログラムが必要。普及数の
目標から頻度を逆算すべき。
・大きな拡大のためにはクレジット・セールスモデルが有
効。プロバイダーは民間の組織のため、多くのSHS導入や
きちんとした管理を行うためのインセンティブと自由裁量部
分の導入による競争環境をプログラムに組み込むことが望
まれる。そのためには、プログラムデザインの中にプロバイ
ダーのビジネスモデルおよびそのタイムフレームまで考慮
することが重要となる。またローンサービスとの一体化をす
ることで収入も得られることになる。｢出来高払い(output-
based)」システムの導入が有効。
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有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル③　「エネルギー・アクセスの向上」

・SHSプログラムで使用できる機器は、(プロバイダーの自
主性や競争環境のためには)プロバイダーが選択できるよ
うになることが望ましい。その品質管理のため、監督機関
が技術委員会などを設け (あるいは外部機関に委託するこ
と可能)、承認された機器のみが使われるようにする。ま
た、機器製造業者が、そのプログラムの製品認証を得るた
めには品質保証をすることにより、ユーザーのリスクが軽
減される。
・JICAは、2008年から約30カ国で系統連系型PVシステムを
導入してきた。バッテリーを必要とするオフグリッド型とは異
なり、数百kWpのPVシステムを実際に導入・既存系統に連
系し、あえてバッテリーを組み込まない形で、そこで生じる
課題をひとつひとつ解決してきた。系統連系のガイドライン
を作成し環境整備に貢献したケースもある。多くの国ではじ
めてのグリッド連系PVシステムであったため、連系にあたっ
ての技術的課題、制度的課題のバリアにとりくみ、逆潮流
をふくめ、そのかなりの課題をクリアすることができた。近い
将来、これらの国で民間企業がビジネスベースで動いてき
たとき、スムーズな導入が可能となっていくものと期待され
る。
（以上、LESSONS LEARNED BY JICA ON PV
ASSISTANCE, February 2014)
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低廉、低炭素かつ
低リスクのエネル
ギー供給

低炭素社会に向け
た電源開発

①地熱発電量（MW）
②地熱資源確認量（MW）
③開発成功率（％）
④開発時間の短縮（時間）
⑤蒸気供給契約数（件)

地熱開発 35．インドネシア 地熱開発技術
力向上支援プロジェクト（協力
期間：2010年10月～2013年9
月）
（有償技術支援－附帯プロ）

29．ケニア 地熱開発のための
能力向上プロジェクト（協力期
間：2013年9月～2017年9月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル④　「地熱開発」

地熱開発公社（GDC）職員の能力開発に
必要な研修プログラムが構築され、貯留
層の概念モデルの開発や適切な掘削地
点を選定する能力が改善され、掘削ター
ゲットを掘り当てる能力が改善され、坑井
データの解析、貯留層モデルの較正及び
貯留層評価に関する能力が改善され、蒸
気供給者として経済面や環境面から適切
な事業計画を策定する能力が向上し、地
熱エネルギーの多目的利用事業実施に
関する能力が向上し、GDC内部に継続的
に研修を実施・改善する体制が整うこと
により、
地熱開発上の技術面での リスクが低減
されるべく 、GDCの人材の育成を図り、
GDCが電力事業者に対して適切に蒸気
供給を行うことができることに寄与する。

地質庁（GA）の地下資源局（CGR）の技
術者の新規入札候補地点（WKP）調査地
域選定のための広域地熱資源調査（概
査）能力が向上し、CGR の技術者のWKP
設定のための詳細地熱資源調査（精査）
能力が向上し、CGR の技術者の地熱モ
デリングを含む総合解析力や資源評価
能力が向上し、CGR の技術者が地熱資
源開発（坑井掘削、坑井検層、坑井試
験）に関する知識を習得し、セミナーの開
催により地熱資源調査や地熱開発のた
めの技術が共有されるとともに、地熱開
発技術力向上プロジェクトの活動報告の
ためのワークショップ開催により地熱開
発調査に関する技術や課題が理解され
ることにより、
政府と地熱発電開発企業の両者のため
に、GAのCGRは地熱資源の情報を提供
することを図り、
インドネシアの地熱発電開発の加速化に
寄与する。（有償技術支援－附帯プロ）

地下資源局（CGR）の通常業務である探査に係る能力向上
をターゲットにした技術協力を行ったことが、効果的なプロ
ジェクトの実施に結びつくとともに、今後とも財政面・技術面
での持続性を高めることにつながると考えらえる。
政策や予算のあるC/P機関の通常業務の技術力向上を図
ることが、有効性、持続性を高めることになる。
（右記レファレンスプロジェクト35．より）

【参考】
JICA第4期中期計画の指標：
①初期電化・供給増・安定化等の
裨益想定人口
②質の高いエネルギー分野の研
修実績数
（うち，資源の絆研修実績数）
③低廉・低炭素・低リスクをバラン
スよく満たす電力開発に係る新規
計画策定数

【参考】
国連SDG指標：7.1.1 電気を受電
可能な人口比率
国連SDG指標：7.1.2 クリーンな燃
料や技術に依存している人口比
率
国連SDG指標：7.2.1 最終エネル
ギー消費量に占める再生可能エ
ネルギー比率
国連SDG指標：7.3.1 一次エネル
ギー及びGDP単位当たりのエネ
ルギー強度

【参考】
日本政府SDGs実施指針指標：
①2017年度から2021年度までの
５年間で、途上国で現代的エネル
ギーの安定的供給とアクセス向
上に資する2,000人の人材育成を
行う。
②SDGsへの貢献を明確化して形
成された新規案件の数（注：全分
野・課題共通の指標）

地表調査、試掘、資源量評
価、生産井掘削/プラント建
設、O&Mが一連の地熱開発
の流れであり、開発段階の
一部あるいは全部を民間に
委託する国がある（民間丸
投げは開発が進まない）。政
府が直接関与しない段階に
ついては民間への発注・モ
ニタリング能力の強化を図る
ことが重要となる。

（モデル記載案）
地熱開発公社の技術者の能力（地熱貯
留層予測精度、掘削の成功率・時間、
地熱資源量評価、蒸気供給契約、民間
委託（探査・掘削・評価）、他）/エネル
ギー省行政官の地熱開発政策の立案・
実施能力（国/民間の役割分担、他）が
向上することにより、
（アウトプット）
地熱発電開発事業の内部収益率の向
上を図り、
（アウトカム）
●○国の地熱発電開発の促進に寄与
する。
（インパクト）

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①地熱発電による発電容量が●MW増
加する。
②●MWの地熱資源が確認される。
③開発成功率が●％向上する。
④開発時間が●か月短縮される。
⑤蒸気供給契約が●件締結される。

209



開発戦略目標 中間目標
プログラム目標レベルの指標/国

連SDG指標等（青字）
中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム

が対応する開発課
題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際に、
必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル④　「地熱開発」

28．インドネシア 地熱開発にお
ける中長期的な促進制度設計
支援プロジェクト（協力期間：
2014年9月～2018年8月）

37．ボリビア ラグナ・コロラダ地
熱発電所建設事業推進プロ
ジェクト（協力期間：2011年1月
～2013年10月）

ボリビア電力公社（ENDE）の担当者の噴
気試験監督能力が強化され、ENDE の担
当者の環境モニタリング監督技術が強化
され、地熱資源開発に関する炭化水素・
エネルギー省及びENDEの理解が促進さ
れ、地熱プラント建設に関する炭化水素・
エネルギー省及びENDEの理解が促進さ
れることにより、
ラグナ・コロラダ地熱開発に必要な噴気
試験、周辺環境データモニタリングに関
するENDEの実施能力が強化されること
を図り、
ラグナ・コロラダ地熱開発が行われること
により、ボリビア国内の電力供給逼迫が
緩和されることに寄与する。

地熱関連政策の見直しが行われ、試掘
ファンドが持続的に運営される体制が整
備され、地表探査と試掘井調査（ターゲ
ティング、坑井掘削、坑井検層、坑井試
験）のデータを用いた地熱資源探査能力
が向上することにより、
民間による参入が可能な地熱開発ス
キームが実証されることを図り、
民間による地熱開発スキームにより、中・
長期的な地熱開発が促進されることに寄
与する。

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①地熱開発公社の研修実施体制（カリ
キュラム、教材、講師、予算措置等）が
構築される。
②科学的手法で適切に行われた地表
調査の数
③科学的手法で適切に分析された地熱
貯留層モデリングの数
④掘削成功率
⑤掘削時間
⑥＜一部開発を民間委託する場合＞地
熱開発公社が地表調査、試掘、貯留層
評価の各段階で民間と委託契約を独自
に締結・モニタリングできる。
（補助）
①地熱開発関連省庁及び民間企業の
間で、地熱開発の促進のため公的セク
ターと民間セクターのリスク分担に関す
る理解が共有される。
②民間による地熱開発スキームにおけ
る各省庁の役割が明確になる。
③噴気試験レポートが作成される。
④地下資源局地熱関連データへのアク
セス数
⑤環境モニタリングレポートが作成され
る。
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低廉、低炭素かつ
低リスクのエネル
ギー供給

省エネルギー ①エネルギー原単位（GDP比のエ
ネルギー利用効率）
②各産業セクターのエネルギー
消費原単位（SEC)
③一次エネルギーに換算したエ
ネルギー消費効率（○toe/100万
SDR 等）

需要側の省エネ 10．トルコ　省エネルギープロ
ジェクト（協力期間：2000年8月
～2005年7月）

15．ポーランド ポーランド・日本
省エネルギー技術センタープロ
ジェクト（協力期間：2004年7月
～2008年6月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル⑤　　「需要側の省エネ」

（モデル記載案）
●○国省エネルギーセンターの運営・管理体
制・研修コースが整備/改善され、省エネ関連企
業活動の支援が可能となることにより、
（アウトプット）
工業診断、政策策定（提言・立案）及び広報普
及などの●○国省エネルギーセンターの活動
が強化されることを図り、
（アウトカム）
●○国産業界における省エネが促進されること
に寄与する。
（インパクト）

省エネルギー推進のための管理・運営体
制が確立され、 C/Pが実習設備および
計測機器等機材の操作・保守技術を習
得し、C/Pが管理者研修実施に必要な知
識・技能を習得し、管理者研修のための
理論面および実践面の教材が作成され、
C/Pが工場診断および建築物診断技術
を習得し、電力資源調査開発総局(EIE)/
トルコ国立省エネルギーセンター(NECC)
の情報提供・広報・政策提言機能が強化
されることにより、
NECCの機能が研修、診断、情報提供、
広報、政策提言の面で強化されることを
図り、
エネルギーの合理的利用を促進すること
によりトルコ国内のエネルギー消費効率
が向上することに寄与する。

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①▲△年までに■□年の水準に比べて〇●国
のエネルギー原単位（GDP比のエネルギー利用
効率）が○％改善する。
②▲△年までに、各産業セクターのエネルギー
消費原単位（SEC)が、それぞれ定められた目標
値を満たす（○％減）。
③重点セクターの工場のうち、プロジェクトが選
んだ工場のエネルギー原単位が○％減少す
る。
④指定事業者のエネルギー原単位が○％改善
される。
（補助）
①一次エネルギーに換算したエネルギー消費
効率が▲△年に○toe/100万SDR（注）に向上
する。
（注）toe はエネルギー消費量を表し
（toe=107Kcal）、SDR はIMF のspecial drawing
right のことで、ドル、ポンド、ユーロ、円の加重
平均通貨単位。Toe/SDRは一般的にエネル
ギー消費効率を表す指標。

【参考】
JICA第4期中期計画の指標：
①初期電化・供給増・安定化等の
裨益想定人口
②質の高いエネルギー分野の研
修実績数
（うち，資源の絆研修実績数）
③低廉・低炭素・低リスクをバラン
スよく満たす電力開発に係る新規
計画策定数

ポーランド・日本省エネルギー技術セン
ター（ECTC）の運営・管理体制が確立さ
れ、ECTCが研修コースを実施できるよう
になり、ECTCが研修修了生による実際
の省エネ活動実施に対してフォローアッ
プ支援ができ、ECTCが省エネ関連企業
の活動を支援できるようになり、ECTCが
省エネ情報を発信できるようになることに
より、
ポーランド産業界が省エネ対策を推進し
得る政府の体制がECTCに整備されるこ
とを図り、
ポーランド産業界における省エネが促進
されることに寄与する。

【参考】
国連SDG指標：7.1.1 電気を受電
可能な人口比率
国連SDG指標：7.1.2 クリーンな燃
料や技術に依存している人口比
率
国連SDG指標：7.2.1 最終エネル
ギー消費量に占める再生可能エ
ネルギー比率
国連SDG指標：7.3.1 一次エネル
ギー及びGDP単位当たりのエネ
ルギー強度

【参考】
日本政府SDGs実施指針指標：
①2017年度から2021年度までの
５年間で、途上国で現代的エネル
ギーの安定的供給とアクセス向
上に資する2,000人の人材育成を
行う。
②SDGsへの貢献を明確化して形
成された新規案件の数（注：全分
野・課題共通の指標）

・長期・継続的な支援を継続することの重要性
本件のC/P機関であるEIE/NECCは、我国を始めとする二
国間援助や、世界銀行やEUなどの多国間の省エネ事業へ
の支援を受入れてきた。我国との関係は、1990年初頭に
ECCJ（財団法人省エネルギーセンター）がEIE/NECCの職
員を省エネ研修に受入れたところまでさかのぼることができ
る。これらの援助のほとんど全てが一貫して、トルコの省エ
ネ技術の向上・普及のためのEIE/NECCの能力向上プロ
ジェクトであった。JICAは、1995年にEIE/NECCの職員を
様々な研修スキーム（国別特設研修・集団研修）で研修に
受け入れたり、開発調査を実施したりするなど、JICAの持
つ様々な支援のスキームを活用しEIE/NECCに対して長期
的な支援を継続してきた。その結果、トルコ側との信頼関
係、強固なオーナーシップ醸成に寄与したのみならず、我
国の省エネの実情（技術面、制度面および産業界の取り組
む姿勢など社会制度全般を含む）についての総合的な理
解・知見を関係者の全てが共有することが可能となった。こ
のことは、単に狭義の「技術」を現場でC/P個人のレベルで
移転するのみならず、C/P機関の能力向上やトルコ国全体
の制度変革を促すことにも結びつけることができた。
（右記レファレンスプロジェクト10．より）

・法的枠組みを踏まえたうえでの技術協力プロジェクトの実
施
これまでのJICAの類似の技術協力の経験から、省エネ推
進には、法的規制と経済的インセンティブの両方が必要と
されている。上述のとおり、本プロジェクトの主要業務であ
る研修事業は、研修受講に係る義務化等の法的枠組みが
なされていない状況であった。ポーランド政府は、省エネ法
制定、それに含まれるエネルギー管理者制度構築等の検
討を進めているが、プロジェクト実施期間中においてその
結論が出なかったことから、プロジェクトの活動に位置づけ
られた研修の実施に多大な努力が必要であった面は否定
できない。
省エネに係る技術協力には、相手国のキャパシティ強化の
観点からは、「個人」「組織」「制度・社会」を対象にした複数
のエントリーポイントが想定される。本プロジェクトの経験か
らも、資格制度を基礎とした「個人の能力強化」、エネル
ギー診断の広範な実施と産業界に配置されたエネルギー
技術者を通じて省エネに関する「組織のキャパシティ強化」
を有効に実施するために、これらを支える「法制度並びに
社会全体の省エネ意識の向上」が、同時並行的に行われ
るべきであることが再確認された。
したがって、今後他国において類似の技術協力プロジェクト
を検討する際、特に省エネ技術に係る研修の実施において
は、省エネ法制度の枠組みが構築されているかどうか（当
該研修受講者に対する公的資格付与を含む）を確認する
必要がある。また、このような法的枠組みが未整備な国に
おけるプロジェクトの実施については、実施した技術協力の
成果が持続的に当該国に普及し、省エネ制度構築が担保
されるかどうかについて、より厳格に検討すべきであろう。
（右記レファレンスプロジェクト15．より）
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技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル⑤　　「需要側の省エネ」

38．ベトナム 省エネルギー研修
センター設立支援プロジェクト
（ステージ２）【有償勘定技術支
援】（協力期間：2013年7月～
2015年12月）

2．タイ タイエネルギー管理者
訓練センター（協力期間：2002
年4月～2005年4月）

8．イラン　省エネルギー推進プ
ロジェクト（協力期間：2003年3
月～2007年3月）

17．スリランカ　省エネルギー普
及促進プロジェクト（協力期間：
2008年5月～2011年4月）

省ｴﾈと再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ開発を加速度
的に進める法律(Sustainable Energy
Authority Act；SEA法)施行に必要な資源
（政策、人材、機材、資料）が整備され、
省エネを促進させるためのインセンティブ
制度が整備され、一般家庭、私企業、公
共セクターの省エネに関する意識が向上
することにより、
省エネ活動を促進するために必要な基
盤（政策、人材、奨励制度、省エネ意識）
が整備されることを図り、
エネルギー消費効率の高い社会が実現
することに寄与する。

プロジェクトが有効に役立つよう、政策や
関係行政機関が調整され、プロジェクト
のカウンターパート、すなわち訓練セン
ターのインストラクターたちが、訓練用の
施設・機材を操作・保守でき、エネルギー
関連技術者のための理論・実技両方の
訓練が継続的に実施されることにより、
省エネルギー管理訓練センター(NTCEM)
が、産業界のエネルギー管理に貢献する
ことを図り、
エネルギーの効率的な利用を通じて、イ
ラン国内の産業分野の省エネルギー推
進が達成されることに寄与する。

本事業 は、ベトナムにおいて、エネル
ギー管理士及びエネルギー診断士育成
のための研修カリキュラム、研修テキス
ト、実習機材を整備し、研修講師を育成
することにより、
エネルギー管理士及びエネルギー診断
士の育成に必要な能力を有する研修セ
ンターが設立され運用できるようになるこ
とを図り、
指定事業者の省エネルギー活動の推進
に寄与するものである。

2.プロジェクト目標の指標例
①省エネルギー規則で定められたエネルギー
管理者配置義務のある▲△（数）工場のうちの
○％において、エネルギー管理者が配置され
る。
②生産施設に対する工場診断を受診する工場
数が増加する。
③エネルギー管理士とエネルギー診断士の研
修、資格制度が確立される。
④カリキュラムとテキストが大臣通達 （Guiding
Document of the Minister）による指定を受け
る。
⑤▲△年までに〇%以上の指定工場・ビルがエ
ネルギー管理者を任命する。
⑥▲△年までに〇%以上の指定工場・ビルが６
か月ごとのエネルギー消費・省エネ報告を提出
する。

（補助）
①■□の私企業・公共団体において、エネル
ギー監査、モニタリング及びフォローアップが、
プロジェクト終了年度に実施される。
②ESCO（Energy Service Company（注））の売り
上げが○％以上増加する。
③市場にある全ての CFL（小型の電球形蛍光
灯で白熱灯に比較して経済的である）・バラス
ト・天井扇風機に省エネラベルが表示されてい
る。
④一般家庭における CFL の使用率が〇％以
上になる。

（注）顧客（工場・ビル・ホテル等）に対し設備改
善によるエネルギー効率化サービスを提供、効
率化を保証し、顧客の光熱費削減分から収益を
受け取る事業会社。

当案件は、法制度の施行を前提に成果が設定されていた。
専門家チームとしては、法制度の運用の準備と、運用にか
かわるノウハウの移転に活動の重点を置いており、こう
いった面では非常に効果的な技術協力が行われた。一方、
法案が実施主体であるスリランカ持続可能エネルギー推進
機構（SLSEA）から省に提出されたあと、専門家チームは承
認の進捗を確認する程度しか関与しなかった。こういった法
制度の承認を含め成果が設定されている案件の場合、産
業界等利害関係人との折衝、法案文書の練り直し、省や大
臣といった上位機関の説得といった、法案承認のための最
後の段階を含めて専門家が支援することが望ましく、その
段階も含めてプロジェクトを監理していくことが必要である。
（右記レファレンスプロジェクト17．より）

・プロジェクト実施にあたっては、プロジェクトを取り巻く環境
をよく調査し、そこに合致するようプロジェクト内容を検討す
ることが重要である。政策調査を事前段階で十分に行い、
プロジェクトを取り巻く環境、その中でプロジェクトの位置付
けについて相手国側と十分な共通理解を得ることが、円滑
なプロジェクト実施にとって不可欠である。
・C/Pが政府の職員でなく、外部のC/Pであっても、技術が
移転していく仕組みづくりができれば十分に持続性を得る
ことができる。ただし、この場合、単に技術移転をするのみ
ならず、C/Pの組織の中に持続的な制度を構築することも
行わなければならない。また、相手国側の強いオーナー
シップ、予算・人員の確保が求められる。
（以上、右記レファレンスプロジェクト2．より）

訓練センター運営のための管理体制が
確立され、エネルギー管理者（PRE）国家
試験制度が提案され、PRE試験前研修
コースが準備され、試験前研修の実施体
制が整備され、PRE支援体制が確立され
ることにより、
質の高いエネルギー管理者（PRE）の教
育システムが整備されることを図り、
「省エネルギー促進法(ENCON Act）」に
則り、指定工場・ビルにおけるエネルギー
管理が効果的に行われることに寄与す
る。

・関係者に留意したプロジェクトの形成
本プロジェクトでは、教育機関であるアゼルバイジャン高等
教育センター(AHERC)のなかに、省エネルギー管理訓練セ
ンター(NTCEM)が設置された。持続可能性の観点から、教
育機関におけるプロジェクトの実施は適切であると考えら
れる。
AHERC のカウンターパートは、教育については専門家であ
るが、省エネにおける実務的な経験が不足している。
省エネ研修を実施するためには、実務的な知識と経験の両
方が求められる。しかし、本プロジェクトでは、当初工場診
断のような実務は計画されていなかった。
対象グループの長所と短所を十分に理解してプロジェクト
を形成することが重要である。
（右記レファレンスプロジェクト8．より）

212



開発戦略目標 中間目標
プログラム目標レベルの指標/国

連SDG指標等（青字）
中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム

が対応する開発課
題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際に、
必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（エネルギー）　　　モデル⑤　　「需要側の省エネ」

40．ベトナム　省エネルギー研
修センター設立支援プロジェク
ト（ステージ１）（協力期間：2011
年7月～2012年 9月）

エネルギー管理士・診断士に対する実技
研修の法的位置づけが政策レベルで検
討され、C/Pのエネルギーデータの管理
能力と統計分析能力が強化され、関連ス
テークホルダーにおけるベトナム及び日
本の省エネ政策制度・関連技術の知識
が増えることにより、
省エネルギーに係る人材育成制度が構
築されることを図り、
省エネルギー法の目標を達成するため、
指定企業や工場におけるエネルギー管
理が促進されることに寄与する。
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